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1　はじめに

　我が国の新卒就職者における早期離職が問題と
なって久しい。新卒者自身の問題を指摘する意見
もあれば、一括大量採用という新卒採用の構造の
問題に原因を見る意見もある。しかしながら、こ
れらについては、未だ抜本的な解決策が出てくる
兆しはない。
　昨今の就職活動、採用活動においては両者を結
びつける重要なツールとして益々インターネット
の存在が大きくなっている。一括大量採用活動を
効率的にするためにインターネットが活用されて
いる。企業への応募エントリーをおこなうのもエ
ントリーシートを送るのも全て web 上でおこな
われることが増えている。膨大な数のエントリー
を受ける企業が出てくるのもインターネットで気
軽に送信できることも影響していると思われる。
このように企業にアクセスすることが容易になっ
たことが、一部の企業への極端な集中を引き起こ
していると考えられる。
　しかし、大量の情報が飛び交う中、企業と学生
がお互いのニーズをマッチさせることは、相変わ
らず解決されないままの課題である。情報技術の
進展によって、明らかに学生は多くの企業の情報、
企業は多くの学生の情報を得ることが以前に比べ
て容易になっている。ただ、お互いのニーズマッ
チングは容易ではない。
　それは情報技術がいくら発達したとしても、企
業が消費者のニーズを捉えることが容易にはなら

ないのと状況がよく似ている。企業にとって製品
やサービスを顧客に提供する活動、すなわちマー
ケティング活動であるが、それと共通する部分が
採用活動の中にある。そこでは企業は自社の顧客
となるセグメントを定めてアプローチをおこな
う。一方で、顧客は多数ある選択肢の中から気に
入った一つを選びとるというプロセスを踏む。
　競争の中で顧客を奪い合う、また顧客も希少性
のある製品であれば競って手に入れようとする。
これはまさしく、採用活動、就職活動でおこなわ
れていることと同じではないだろうか。採用活動
の視点では、企業が学生を選んでいると見えるが、
その一方で、就職活動の視点から見ると学生が企
業を選んでいる。
　これは製品やサービスを消費者に提供していく
時と同じように、マーケティングの枠組みで多く
を説明できる。
　実際にその試みは Mulhern（2007）によって
着手されている。従業員生涯価値（Employee 
Life Time Value）の包括的な研究報告を 45ペー
ジにも及ぶホワイトペーパーとしてまとめてい
る。しかしながら、この後の従業員生涯価値の研
究は多くない。とくに日本においては、従業員生
涯価値について検討した論文がなかなか見当たら
ないのが現状である。
　 こ の Mulhern（2007） の 研 究 の の ち、
Casserly（2013），Hill（2008），Smith（2012, 
2015）など、いくつか従業員生涯価値について
検討した資料はあるものの、いずれもコラムやブ
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ログの域を出ておらず、本格的に研究が進んでい
るとは言い難い。
　そこで本稿では、Mulhern（2007）の研究を
端緒とした従業員生涯価値の概念を整理して紹
介する。Mulhern が示した従業員生涯価値の
概念も全くのオリジナルというわけではなく、
Blattberg, et.al.（2001）が提唱したマーケティ
ング分野で一定の研究が進んだ顧客生涯価値とい
う概念を人材開発の分野に応用したものである。
　顧客生涯価値のモデルにおいては、既存顧客、
新規顧客の離脱率を組み込むことを重視する。ま
た、Mulhern（2007）のモデルでは検討されて
いない個人の異質性を組み込んだモデルを提示し
て吟味することとする。
　先ほども述べたように、マーケティング研究に
おいては、Blattberg, et.al.（2001）が提唱した
顧客生涯価値という考え方がある。これは、顧客
との関係性を短期的な損得で評価するのではな
く、長期的な観点から評価しようとする概念であ
る。
　採用・雇用という人材マネジメントへの応用に
ついて検討したのは Mulhern（2007）であるが、
生涯価値モデルの研究蓄積はマーケティング分野
で進んでいる。そこで本稿では、Mulhern（2007）
の研究成果を理解しつつ、改めて顧客生涯価値に
立ち返って応用のあり方を考えてみる。

2　応用するマーケティング概念

　さて、宣言したように顧客生涯価値に立ち戻っ
て従業員生涯価値を整理することとする。まずは、
顧客生涯価値がどのような概念であるかを説明す
る。
　顧客生涯価値の分析フレームにおいては、これ
から顧客となるような状態の見込みの段階から顧
客としての関係が終了するまでの企業と顧客の 2
者間の関係が継続している期間に着目する。その
期間の中で、顧客がどれだけの価値を企業にもた
らすのか、あるいは、もたらすことを期待できる
のかを考える分析フレームである。

　この分析フレームの際立った特徴を一つあげる
とするなら、それは、企業と顧客の間で生み出さ
れる価値を長期的な視点によって評価するという
ことである。いかに両者の関係を長期にわたって
継続させていくかに力点が置かれる。長い関係が
続けば続くほど、顧客の企業に対するロイヤル
ティが高まる。そして、ロイヤルティが高まるこ
とによって、購買金額や購買頻度が高まると考え
るのである。
　つまり、企業にもたらされる価値は期間が長期
化すればするほど蓄積されていく。それは、その
顧客の企業への貢献度の総計を見ることになる。
今の時点においてもたらされる短期的な価値の大
きさではなく、その合計で評価するべきだという
考え方である。
　また、この生涯価値の分析フレームにおいては、
顧客から価値がもたらされる一方で、顧客を維持
するための支出もあると考える。企業が、新たに
顧客を獲得しようとする場合は多くの支出をおこ
なって認知を高める必要がある。企業ブランド、
製品ブランドを顧客が認知できるように広告や販
売促進活動に力を入れる。食品であれば試食のプ
ロモーションを展開し、エステサロンやマッサー
ジのサービスであればお試し価格での提供、無料
体験などのマーケティング政策を施して初回購入
や初回利用を促す。
　このように新規で顧客を獲得しようとすれば、
多額の支出を伴う。すでに顧客となっている場合
には、来店頻度や購買金額の大きさに応じたロイ
ヤルティプログラムを特別に提供したとしても、
新規獲得にかかるプロモーション費用に比べると
少額で済ませることができる。新規に獲得するよ
りも維持する費用の方が、軽い負担ですむという
点が重要である。
　多額の支出をともなって獲得した新規顧客で
あっても、ロイヤルティが高くなければ顧客とし
ての立場から離脱する可能性は高い。
　企業は、個別の消費者を潜在的な顧客の時点か
ら離脱するまでの長い期間で、自社の顧客として
評価すべきかどうかの判断を求められる。

11_酒井_Vol15-1.indd   150 17/11/15   13:14



151

従業員生涯価値モデル再考

3　採用活動への援用

（1）採用者という企業資産
　さて、ここで、採用される者をマーケティング
活動における企業の顧客の立場にあるとみなす。
研究に新規性を見出すとすれば、ここに新しさが
あると考える。
　この顧客生涯価値は「従業員生涯価値」という
べき概念に置き換えることができるだろう。新規
採用者は新規顧客とみなす。また、新規採用者が
継続的に雇用されていくなら、それは既存顧客と
みなすことができるだろう。
　図 1に従業員生涯価値の考え方を示す。ここで
は学生が新規の採用者であることを想定して話を
進める。図 1において、縦軸は採用者が企業にも
たらす価値の大きさを示し、横軸は採用者の勤続
期間を示している。
　時間の流れは左から右に移動するようにとって
ある。縦軸と横軸が交わる原点は、被採用者が企
業にとってもたらす価値が 0であることを示す。
採用の時点を過ぎれば、多くの被採用者が企業に
もたらす価値はマイナスとなるだろう。なぜなら、
採用された者は従業員となるので企業は給料を支

払わなければいけない。その一方で、未熟な従業
員は、その時点では企業に利益をもたらすことは
できない。
　しかし、教育研修、OJT などの訓練を経て、
従業員は能力を高め、徐々に企業にとってプラス
の価値をもたらすことができるようになる。
　従業員が全く成長しないことは考えられないの
で、ここで描かれる曲線は右上がりに山の形を描
くことになる。
　一方で、新規採用にかかわる費用が発生してい
るため、採用以前から支出が発生していると考え
られる。例えば、100人の応募から 1名を選抜し
た場合のことを考えよう。その 1名を選抜するた
めの費用は、その新規採用者に対して支払ったコ
ストとみなせる。故に、新規採用者のもたらす価
値というものを考えると収入はない一方、多額の
支出がある状況となる。したがって、その新規採
用者の価値は当初、マイナスから始まると考えら
れる。
　時間の経過とともに、収入と支出はそれぞれ変
化しながらも増加したり減少したりしていくはず
である。仮に任意の期間 t を考えれば、t 期の積
み上げた合計が、その従業員 i の生涯価値となる。

図 1　従業員生涯価値の考え方

従業員がもたらす価値　＋

従業員がもたらす価値　−
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　ここで、マイナス部分の大きさ、プラス部分の
大きさがわかれば、i が採用されてから、雇用さ
れ続ける全期間の中で、企業にもたらす総価値と
いうものが把握できる。

（2）個人差の考慮
　個人 i で、それぞれがもたらす価値には違いが
あると考える。仕事の習熟の速度は個人によって
違うし、習熟水準への到達度もまちまちである。
どの程度の時期にどの程度のパフォーマンスを出
すことができるのかに、個人差を考慮することは
妥当である。
　図1には、3つのタイプの従業員生涯価値をA、B、
C の 3つの曲線（実線）で表現してある。それぞ
れの生涯価値がどのように描かれるかを具体的に
説明する。
　A に関しては、採用時点で即戦力となれるタイ
プである。マイナス幅は小さく、採用から短期間
で企業にもたらす価値が急速に増加している。B
はどのようなタイプかというと、なかなか成長し
なかったが、年数を経ることによって、大きな価
値をもたらすようになる。どちらもある時点で、
離職することで企業との関係は終わる。C は前の
2つとは、違ったタイプである。多くは成長しな
いが、会社に継続的に勤めていることでもたらす
価値の総額が大きくなっていくタイプである。
　もたらされる収入の一方で支出も発生する。そ
れを考慮したものが Z である。右肩下がりの曲線
を描いているが、かなり簡単化している。
　ここで考える支出は、教育研修にかかる手間と
費用、報酬、仕事のミスによって会社に与える損
失などの総計である。入社初期は教育研修の費用
は大きいが、報酬も少ない、しかし、時間が経過
すれば、教育研修の費用は減少するが、報酬は増
加していく。これらの費用の総計が描く曲線を Z
としている。
　ここで C がもたらす価値と支出 Z を考慮すれ
ば、企業に貢献できる正味の生涯価値が計算でき
ることになる。それが曲線 C’ である。
　曲線 C’ に注目する。曲線 C’ と y 軸の交点を

d,、曲線 C’ と x 軸の交点を e とする。原点 0と点
d と点 e、そして d と e を曲線 C’ で囲んだ範囲は、
企業にとっての損失の累積を表している。点 e と
x 軸、曲線 C’ で囲まれる部分の面積が、企業に
対して個人 C がもたらした価値の累積を表すこ
ととなる。
　そして損失の累計と価値の累計を合算すれば、
それは C が企業にもたらすはずの価値総額とな
る。これを人材 C の当該企業における資産価値
とみなすことができる。

（3）マネジメントへの利用
　採用時にどういったプロファイルの学生がどの
ような曲線を描く可能性が高いかが判明すれば
様々な措置が可能になる。もちろん、それを知る
こと自体も容易ではないことも知っている。その
推定モデルが、苦労をしてでも用意されることが
前提となる。
　例えば、A の学生には、会社に対するロイヤル
ティを高めて、できるだけ離職までの期間を引き
延ばすような対応をするべきかもしれない。また、
B のタイプであれば、早い段階で成長できるよう
なプログラムを提供することがいい結果をもたら
しそうである。
　C のタイプは、とても緩やかな右上がりのカー
ブを描いている。継続的に長く勤めることから最
終的には、企業にとって最も多くの価値をもたら
してくれる人材であると考えることができる。た
だ、資産がプラスに転ずるまでの時間がかなり長
く、辛抱強くその時期がくるまで待たなければな
らない。
　企業にとって、将来もたらされる利益をどこま
で辛抱強く待てるかは重要である。そのリスクを
しっかりと評価し、どこまで許容できるのかとい
う良質な判断をおこなうことは、経営上の最重要
課題といっても良い。
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4　モデリング

（1）提案モデル
　さて、ここまで整理してきたことをモデルと
して表現するステップに移る。Blattberg, et.al.

（2001）で示された顧客生涯価値の産出式を参考
に、ここまでの従業員資産価値の考え方を数式モ
デルとして表現してみる。
　従業員資産価値の計算は次のようなものを考え
る。
　従業員 i (i=1,2,…,I) はそれぞれ企業に利益 bi

をもたらす。その一方で、報酬、教育費用などの
損失 ci も発生する。i が t 期に実際にもたらす価
値は bi,t−ci,t である。また、将来の任意の時期 k（つ
まり t 0 を基準にすれば t+k 期）においてもたらす
価値は bi,t+k−ci,t+k である。ただ、将来もたらす
価値を現在正味価値として割引いて考えると、式

（1）となる。

…（1）

　ここで d は将来に生み出される価値を現在の価
値に割り戻すための割引率である。
　t+k 期における従業員 i の継続勤務率を ρ i,t+k と
すると、i が将来もたらすと期待できる価値は次
の式（2）で表せる。
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　これを将来にわたってすべて合計すれば、式（3）
となる。
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　ここで、t 期の i の従業員資産価値は式（4）と
なる。

…（4）

　これを次のように、過去も含めて合計すること
で、i の従業員としての資産価値を計算すること
ができる。すなわち式（5）となる。

…（5）

　また、従業員全員について、つまり I について
合計すれば、t 期の企業の従業員資産価値がわか
る。すなわち式（6）である。

…（6）

　以上が i の生涯価値に着目した従業員資産価値
の産出方法である。

（2）Mulhern のモデル
　Mulhern（2007）が提示したモデルは式（7）
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である。

…（7）

　本稿で提案するモデルと式（7）で示す
Mulhern のモデルの違いは、個人 i の異質性に関
する扱いである。Mulhern は、従業員個人のも
たらす利益、かかるコストを従業員全体で合計し
たもので捉えている。
　また継続勤務率も同様に、従業員全体でとらえ
ており期間によらず、常に一定と考えている。
　Mulhern の提示するモデルのメリットは実際
に計算する際の単純さと扱いやすさである。従業
員全体で捉えることから大きな視点から企業の戦
略を考えることができる。
　一方、本稿で提案したモデルは、Mulhern の
モデルに従業員の個別性と勤続ステージ毎の違い
を組み入れたものと考えることができる。そのメ
リットは、従業員の勤続ステージ毎の継続勤務を
はかるための離職防止アプローチとその効果の違
いを組み込むことができるという点である。
　それ以外では Mulhern のモデルとの大きな違
いはない。現在の従業員生涯価値を合計した従業
員資産価値の状況をとらえる場合には、Mulhern
モデルは扱いやすい。しかし、従業員に対する離
職防止アプローチを考慮した場合に、勤続年毎の
継続率の違いを組み入れることの妥当性は高いと
考える。

5　おわりに

　本稿においては、試論の域を出ることはなかっ
たが、マーケティング研究における顧客生涯価値
という考え方が、従業員に対して応用できるかど
うかを検討した。
　本来は、新規顧客の獲得と既存顧客の維持の 2
つのセグメントのバランスを最適に保つことを目
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的とするものである。関係を維持する期間の中で、
企業にもたらす価値が最も大きい顧客をより評価
するべきだという考えが背景にある。
　これを企業の採用、育成分野に応用した。新規
人材の採用活動、従業者の離職防止は無計画にお
こなうものではなく、企業にとって、もたらされ
る価値を最大限にすることを目的に戦略的に実行
されるべきものであるという考え方のもとで、一
つのモデルを提示した。
　これらは、きわめて単純なモデルであって、ま
だまだ改良の余地は大きい。採用活動をより詳細
に記述しようとすれば、応募者全体から採用者を
絞り込むコストなどを考慮する要素があってもよ
い。育成の方法と個人の資質によって、企業にも
たらされる価値が大きく変化するのであれば、そ
のようなパラメータを加えることも考えられるで
あろう。離職率が個々の従業員毎に異なり、勤続
年毎に異なるという考え方を導入している。ρi,t+k

がそれにあたる。
　これからの働き方の流れを考慮すれば、採用し
た従業員が転職していくことがますます増えてい
くことが予想される。個々の従業員の離職率を推
定することができれば、従業員資産の推定もより
正確性を高めることができる。
　もちろん、離職率以外にも従業員がもたらす利
益や損失をどのように定義をして、どのように測
定していくのかということも、きわめて重要な課
題である。個人で成果をあげる仕事の場合は比較
的推定することは容易かも知れないが、チームで
成果をあげるような仕事の場合は、困難がともな
うだろう。その利益と損失をいかに個人に分配し
ていくか、それを具体化する部分には、高いハー
ドルがあることが予想される。このモデルが単な
る概念的な提案であっても意味がない。実際に使
えるものとなれば、人材の採用、活用戦略に面白
い視点を提供することができると考える。
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　The purpose of this research is to examine 
whether the concept of customer lifetime value 
and customer equity in marketing research 
field can be applied to management of human 
resource utilization.
　This concept in marketing is aimed at 
contributing to management that keeps 
the balance between the two segments of 
acquiring new customers and retaining 
existing customers optimally. The background 
behind this idea that customers who have 
the greatest value to bring to the enterprises 
during the period of maintaining relationships 
should be evaluate.

　In this paper, we applied this to the field 
of hiring and training companies. Hiring 
recruitment of new talent and prevention 
of employee separation from work were not 
planned unintentionally but we thought that 
companies should be strategically implemented 
with the aim of maximizing the value that they 
bring.  Then we presented a mathematical 
model.
　These are quite simple models, and there 
is still much room for improvement. We will 
utilize it as a base for future development of 
this research.
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